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ロシアにおける地域間人口移動

Origin－to－Destination表の利用＊一

雲　和　広

　本研究はロシアの地域経済状況と，それが地域聞人口再配置に与える影響とを検討するものである．

旧ソ連崩壊後におけるロシアの地域経済と人口移動パターンとを概観したのち，ロシア連邦統計局よ

り提供を受けた未公開の地域間人口移動行列表を利用し重力モデルを適用した分析を行う．

　先行研究は，あるものは大きなデータ上の問題を抱えていた．あるいは地域間の距離そして気象条

件という一般的なもの以外の地理的要因に対する着眼がなされていないという側面が見られたが，本

稿の分析はそれを明示的に扱うことを試みた．2000年以降に関わる地域間人口移動のOD表を本領
域で初めて利用し，国際的な石油価格の高騰と相まって安定的にロシアが経済成長を見せる中，天然

資源を産出する地域の優位性と首都モスクワの卓越ぶりとが示された．また移行過程の進展状況に関
する示唆を得ることが出来た．

1．はじめに

　旧ソ連の体制転換、開始から10余年が経過し

た．移行過程の進展について，様々な視点から

の研究が蓄積されている．民営化の進度，企業

統治の発展，そして財政における法的整備とそ

の実効性等，社会主義政権時代において制度的

基盤が存在しなかった側面での検討が広く進め

られてきた（BemB　H　皿eMHH，2002；Krueger，

2004；World　Bank，2004）．

　本稿の目的は，かつて旧ソ連時代，自由な地

域間移動が国内パスポート制度および住民登録

制度（npOHHCKa）により制限されていたロシアに

おける地域間人口流動の要因分析を行うことで

ある．地域分析は現在，ロシア経済研究におい

て大きな位置を占めているといっても過言では

ない．ソ連時代の地域経済研究には数多の障害

があった．当該側面における資料の制限も極め

て大きいものであった．また中央計画に基づく

産業配置・労働力配置が原則として存在してい

たことから（HepeBe双eHUeB，1966），計画を策定す

る上での現状分析の必要が旧ソ連国内において

存したことは当然であるが，他方経済事象の分

析対象として採り上げられることは少なかった

のである．

　そうした状況はもはや過去のものである．地

域経済の情報を得ることははるかに容易なこと

となった．中央による統制が失われたのち，ロ

シアの抱える地域格差，そして体制転換初期に

おいて見られた地方政府が独自に政策を実施し

ていく過程が注目を浴び，地域分析が精力的に

進められ，多くの成果が公開されてきた（Brad－

shaw　and　Palacin，1996；Popov，2001；Hill

and　Gaddy，2003；no諏blHeB，2003）．

　さてここで着目するのはロシアにおける地域

経済状況と地域間人口移動である．人口移動の

検討を行うことには次の理由がある．旧ソ連時

代における地域間移動は，基本的には自由では

なかった．住民は国内パスポートの携行を義務

づけられ，大都市に居住するには居住許可が必

要であった．中央政府主導の地域開発計画の実

施には，地域間労働再配分についても計画的運

用が求められることが必然であった．それが果

たしてどれほど「計画的」であったのか，とい

う点については様々な議論があるものの
（Buckley，1995），政策的要因が大きな影響を

与えていたという点に関しては，旧ソ連時代に

ほぼ一貫して「極北地域」’）と称される領域に

大規模な人口流入が見られたことからも明白で

あると言える（BH山HeBcKHh，1gg4，　pp．139－140）．



ロシアにおける地域間人口移動

　そうした動態は，しかし体制転換以降大きな

変容を見せた．中でも辺境の上記「極北地域」

からの膨大な人口流出は大きな注目を浴びた2）．

このような変化は，政策的な労働力配置が行わ

れなくなったことを鑑みれば必然であった．と

はいえそうした常ならぬ人口流動の存在は，そ

の分析そのものを困難にしていた．しかしなが

ら旧ソ連構成共和国との間の帰還移民の流れは

2000年頃には落ち着きを見せ，国内地域移動に

ついてはむしろその移動率の低下が論じられて

おり（NOHceeHKO，2004），ここにようやくその分

析が他と比較可能なものになりつつある状況を

認めることが出来るのである3）．

　移行過程の現況を，地域間人口移動動態の変

化を通じて見る，ということが本稿の主眼であ

る．すなわち，かつて政策的に地域配分が行わ

れてきた人口配置が，自由な意志決定に基づき

実現可能となった現在，一般的な枠内での人口

移動パターンの把握が可能か否か，という視点

から，ロシアにおける市場経済への移行がどの

ように進行しているのか，ということを把握す

るべく検討を行うものである．体制転換の開始

以降，拡大を見たロシアにおける地域間経済格

差の動態の展望を得る上でも，地域間人口移動

の現状を検討することが示唆を与えうると考え

る次第である．

　本稿の構成は以下の通りである．次節では体

制転換後のロシアにおける人口移動パターンの

概略と，その背景となる連邦解体後の地域経済

動態に関するレビューを行う．そこでは旧ソ連

時に実施された極北地域の見せる特異な動態，

モスクワを中心とするヨーロッパロシア部にお

ける人口の集中，そして資源産出地の活況，が

示される．続いて先行研究を検討する．データ

の問題を抱えつつも，先行研究は人口移動パタ

ーンの現出に関わり地域経済状況・市場規模・

距離といった要因の存在を指摘してきた．さら

に四節において分析を行う．本稿が直接的に対

照すべき先行研究Andrienko　and　Guriev

（2004）は石油価格の高騰に伴いロシアが力強い

成長を見せ始めた2000年以降の動態を見るこ

とが出来ないデータセットに依拠していたが，
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本稿はロシア連邦統計局（POCCTaT）から独自に

入手した同統計局内部資料により2003年の地

域間人口移動パターンを検討する．そこでは先

行研究が看過していた首都モスクワの優位性・

資源産出地の傑出性といった要因を分析に導入

し，その人口再配置パターンに与える影響の強

さを示す．最後に本稿の分析結果が示唆すると

ころを勘案し2000年半ば以降のロシアにおけ

る地域経済政策を鑑みる．

2．ロシアにおける地域間人ロ移動の現状

　と地域経済動態

　旧ソ連において，住民の地域間移動には国内

パスポートの携行を要し，多くの都市への移住

には居住許可を得ることが必要であった．居住

許可を取得する必要がない場合においても，社

会生活歯の便宜を得るためには住民登録が要件

となっており4），それによって地域間の住民移

動は把握されていたのである．

　さて旧ソ連解体後，移動の自由はロシア連邦

憲法において明記され，連邦法上の移動規制は

存在しない5）．居住許可に加え，新規卒業大学

生への職場配置や特定地域における高賃金の設

定など（HBaHOBa，1973）によって旧ソ連中央政府

は政策的な労働力配置を指向し，それは帝政ロ

シア以来伝統的に人口が希薄であった極東地域

の資源開発や中央アジアにおける処女地開発等

を進める上で一定以上の結果を得たと言える

（HepeBe八eHueB，1974；岩嫡，2004）．しかしなが

らそうした政策的な労働力再配置は旧ソ連崩壊

後，消滅あるいは現実的な意味を有さないとい

う状態6）になり，基本的に自由な意志決定に委

ねられるようになったと考えることが出来る．

　そこで現れた動態については先に述べた通り，

主に旧ソ連時代の傾向との鮮明な対比を描くも

のであった．中央政府による労働の政策的配分

が事実上の意味を持たなくなって以降，資源採

掘地域の開発や国防上の観点から人口配置が進

められ，てきたロシア東部および北部からの大き

な人口流出が生じ，他方伝統的に人口流出地で

あった欧州部への流入が観測されたのである．

　表1に1989年国勢調査及び2002年国勢調査
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表1．1989年国勢調査と2002年国勢調査に見る出生地と現住地の分布および1989－

　　2002年の地域間移動（1000人）

1
． 1989年国勢調査 出生地

中央 北西 南部 ボルガ ウラル シベリア 極東

中央連邦管区 31，623 628 580 1，473 266 塑 塑
北西連邦管区 1，565 10，436 286 759 158 252 124

現 南部連邦管区 930 214 16，949 782 220 455 189

住 ボルガ連邦管区 978 283 327 27，447 443 390 187

地 ウラル連邦管区 555 165 355 1，872 9，180 505 116

シベリア連邦管区 翅 195 241 943 365 18β19 387

極東連邦管区 塑 117 270 493 162 742 5，116

2
． 2002年国勢調査 出生地

中央 北西 南部 ボルガ ウラル シベリア 極東

中央連邦管区 29，818 662 714 1，358 316 塑 塾
北西連邦管区 1，038 9，768 256 565 142 241 133

現 南部連邦管区 690 206 18，018 643 227 441 228

住 ボルガ連邦管区 721 249 318 27，163 378 369 199

地 ウラル連邦管区 322 102 226 1，182 8，873 363 98

シベリア連邦管区 塁 123 182 580 260 16，707 316

極東連邦管区 塑 64 136 254 91 480 4，758

出典）UCy　CCCP，14ToM　BcecoK〕3Ho油epe闇。凹Hace諏eH旧1989　roAa，　ToM　l2，　MocKBa，　UCy　CCCP；PoccTaT，　HTorH

　Bcepocc目障cKo函口epen照cH　Hace涯eH目月2002　ro皿a，　ToM．10，　rlpQ40」1｝KMTeゐbHocTb　rlpo氷HBaHHH　Hace調eH凹月BMecTe　nocTo

　朋Horo澗Te調bcTBa，　CTaT月cTMKa　Pocc聞，2005，より筆者作成．

における「連邦管区」を地域区分とする出生地

別の現住地人口表を挙げる7）．ここでこの期間

における累積的な地域間人口移動の帰結を看取

し得る．1989年において，現在の中央連邦管区

にあたる地域に生まれシベリア・極東両連邦管

区に該当する地域に住んでいたのは120万人足

らず，そしてシベリア・極東連邦管区で生まれ

中央連邦管区内に居住していたのは76万人余

りであった．他方2002年，中央連邦管区生ま

れでシベリア・極東連邦管区に住んでいる人口

は60万人余りにまで縮小し，シベリア・極東

連邦管区出生者で中央連邦管区に住むのは100

万人余りに増加している．即ちシベリア・極東

出生老がヨーロッパロシア部へ流入するように

なり，そしてロシア中央部に生まれかつてシベ

リア・極東に移り住んでいた人々の大きな部分

が再度ロシア中央部へと帰還していることが推

測出来るのである8）．

　こうした傾向は旧ソ連時代の開発政策の反動

という側面が大きいことは疑いない（Heleniak，

1999；Hill　and　Gaddy，2003）カミ，同時に旧ソ連

そしてロシアに内在する地域経済格差がその要

因として挙げられることもまた言うまでもない．

　伝統的に旧ソ連・ロシアはそのヨーロッパ部

に人口が偏重して立地しており，それに伴って

経済活動が欧州地域に集中していることが広く

知られる．それを乗り越える形で開発が行われ

ヨーロッパロシアからの労働力再配置が進めら

れたが，そうした政策が採られなくなりかつ移

動が自由になったことから，既存の集積地への

大規模な移動が生じたのである9）．そしてその

「既存の集積地」とは，モスクワ市を中心とする

地域に他ならない．モスクワ市の経済規模は他

を圧している（上垣，2005）．人口規模。地域総：

生産がロシア連邦構成主体の中で最大であるこ

とは言うまでもないが，小売業の売上高を見た

場合に至ってはロシア全体の30％を超える数

字を示す（rocKoMcTaT　PΦ，2003）。多様な財の供

給がモスクワに集中しているのである．地域格

差は旧ソ連時代，政策的に抑制されてきたこと

が知られている．だが体制転換ののちその急速

な拡大が見られたことは多くの研究が指摘する

ところである．実際図1に見る通り，地域毎

の一人当たり地域総生産（GRP）・一人当たり

所得といったマクロ指標は旧ソ連崩壊後拡大傾

向にあることが容易に看取出来る．
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　しかしながら他方，活況を呈していると見ら

れる地域の分布は，その経済活動一般のヨーロ

ッパ部への集中という状況とは異なり，特定地

域への顕著な偏在を示すわけではない．という

のも，とりわけ1998年の金融危機ののち，1999

年以降に生じた原油・天然ガス価格の高騰が肯

定的影響を与えた地域はヨーロッパ部から離れ

た場所に位置するという事実があるためである．

図2に地域毎の一人当たりGRPを示す．ウラ

ル山脈東方に位置しロシア最大の石油・天然ガ

ス採掘ベースがあるヤマロ・ネネツ及びハンテ

ィ・マンシ両自治管区や，極東の貴金属・燃料

資源産出地チュコート自治管区・マガダン州，
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石油精製の基地コミ共和国，極

端に人口が希薄であるものの近

年油田開発が進んだネネツ自治

管区，そして連邦構成主体の中

で2番目に人口が少ないものの

日本及び韓国向け海産物輸出の

中心の1つであるコリャーク自

治管区，以上が最も一人当たり

GRPの大きい地域の一群とな

る．かっこれら地域は全て「極

北地域」に分類される10）．他方

ヨーロッパ部において一人当た

りGRPが最も大きいのはモス

クワ市であるが，モスクワ市の

一人当たりGRPでさえ原油と

天然ガスとの生産の最大拠点で

あるヤマロ・ネネツ自治管区と

ハンティ・マンシ自治管区そし

てネネツ自治管区のそれを下回

る．ロシア第2の都市ペテルブ

ルクに至っては，上に列挙した

全ての地域の値に及ばないので

ある．図3で地域の人口規模と

地域総生産との散布図を見ると，

規模で見た場合のモスクワ市の

突出ぶりが目を引くであろう．

だがそれに加えて人口規模から

想定され得るGRPの規模とい

う点から見て，石油・天然ガス

産出地である2つの自治管区の特異さが際だつ．

　以上の観察から導出し得るのは以下の点であ

る．即ち，旧ソ連に引き続き体制転換下ロシア

においては激しい地域格差が存在し，それは旧

ソ連時代と比して大きく拡大した．人々の集住，

市場規模といった側面ではヨーロッパ部，とり

わけモスクワ市を中心とする地域における偏在

が顕著である．一方原油価格の高騰に伴う資源

産出地の活況はまた到底看過できるものではな

い．むしろロシア経済を牽引するとさえ言いう

るものであることが示唆されている（田畑，

2006）．こうした地域経済の実態が地域間人口

移動動態に影響を与えることは当然予想されよ
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　　　図3．人ロ規模と地域総生産との相関：石油・天然ガス生産地の特異性
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う．

3．先行研究

　体制転換開始ののち顕著な変動を見せたロシ

アにおける地域間人口移動パターンであるが，

その要因分析は停滞した．チェチェン紛争をは

じめとする地域紛争の発生，民族的要因と言う

べき旧ソ連構成共和国への非ロシア人の移民及

び旧ソ連諸国からのロシア人の帰還の大きな流

れ，等が分析そのものを困難とすることから忌

避されたという側面があるとは言える．他方分

析に耐えうるデータの不在という問題も指摘せ

ねばならない．旧ソ連崩壊後地域統計がひろく

公開されるようになったとはいえ，人口移動に

関する情報は依然として非常に限られたもので

あった．即ち，各地域（89地域）の流入数・流出

数こそ1992年以降，1990年の数字にさかのぼ

って公開されるようになったものの，どこか

ら／どこへ，という地域間の動きを捉えること

は出来なかったのである．

　そうした条件の下，ロシア本国では記述統計

に基づく研究が中心に行われてきたが，そこで

は各地域の産業構造の相違に端を発する労働需

要・地域間の近接性・インフラストラクチャー

整備の進展などが人口移動を引き寄せる要因と

して採り上げられている（CH双opKHHa，1997；

巫KpTqHH，2005）．また皿oHceeHKo（2004）はロシ

アにおいても年齢構造が人口移動率に一定の影

響を与えていることを示している．ただ当該主

題に関するロシア語文献において，計量分析を

行っているものは極めて稀である．本稿の筆者

らは純人口移動率を対象とした検討を進め，総

体的な人の流れがどのような方向に向かってい

るか，そしてその背後にある要因は何か，とい

うことを考察してきた（Wegren　and　Drury，

2001；Kumo，2003）．しかしながらこの場合，

言うまでもなく人口移動のプッシュ要因とプル

要因との選別を行うことが出来ないという問題

を：有している．

　Brown（1997）は1994年2月に実施された5

％抽出のミクロセンサスによる1992年・1993

年における各地域の流入および流出をそれぞれ’

別途に単純回帰を用いて分析した．そこでは流

入数に対しては地域の人口規模・平均賃金・民

営化の進展が正の効果を与え，気象条件（極北

地に与えるダミーあるいは1月の平均気温）が

負の効果を有していることが，他方流出数につ

いては人口規模が負の影響をそして気候条件

（極北地ダミー）が正の影響を与えていることが

示されている．だが同時に平均賃金は流出につ

いても正の効果を有しているという結果が得ら

れている．これについては個別地域の状況を勘

案する必要がある．というのもいわゆる「極北

地域」においては，先に述べた通りかつては旧

ソ連の開発政策の下で，そして旧ソ連崩壊後も

連邦の政策として財政的支援が行われ，平均賃

金が非常に高い．これは低劣な労働条件を補償

すべく設定され．たものであったが，1990年代前
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半一中盤にかけてはこれら地域からの大量の人

口流出が生じたのである．名目賃金こそ依然と

して全国平均を上回るものの，これらかつての

開発対象地域はインフラストラクチャーは整備

されておらず，かつ厳しい気象を抱えるものが

多い．1992年から1995年まで続いたハイパー

インフレーションの下，名目賃金という変数は

実のところBrown（1997）自身が指摘する通り

「移転のリスクに耐えられるか否か」を表すも

のでもあった，という解釈は1990年代前半の

地域間人口移動を考える上では妥当な側面があ

ろう．

　出立地・帰着地を把握した上での研究は

2000年以降に始まった．Gerber（2005）はミク

ロデータに基づき，個人的特質がロシアにおけ

る地域間人口移動を決定づけていることを定量

的に示した，ロシアに関する稀な研究である．

これは2001年一2002年に全ロシア社会意識調

査センタ《BHm1のが実施した7000余りの

サンプルによる人口移動サーベイに基づいてい

る．1985年以降より調査時点までの移動経験

を記憶により返答させるという形式で，個々人

の特質が移動の発生に与える影響を分析した．

1992年の体制転換開始後にロシアの人口移動

率は有意に上昇したこと，高い教育水準層・若

年層の移動率が高いこと，1地点に長く居住し

ていることが移動率を低めること，等が示され

ている．

　Andrienko　and　Guriev（2004）はロシア国家

統計委員会（FOCKOMCTaT　PΦ，当時）より入手し

た1994年から1999年の出立地と帰着地とを峻

別し得るOrigin－to－Destination（OD）表に基づ

く分析を展開している．彼らは拡張重力モデル

を適用したパネル分析により，出立地の人口規

模・失業率・貧困率が当該地域の人口流出規模

に有意な正の影響を与えること，逆に出立地に

おけるインフラストラクチャー整備の進展・所

得水準は負の係数を得たことを示した．さらに

帰着地での人口規模・所得水準・インフラ整備

度は人口流入数に正の効果を及ぼすこと，失業

率・貧困率が人口流入を減少させると結論づけ

た．また地域間の距離が，さまざまな分析にお
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いても頑健に有意な負の係数を得ていたことを

指摘せねばならない．地域間の距離を明示的に

導入した分析はMitchneck（1991）あるいは

Cole　and　Filatotchev（1994）に続くものであ

る．地域間の経済関係が一般的にその地域間の

距離によって大きな影響を受けることは直感的

には明らかであり，日本や欧米諸国に関してそ

れを示す実証研究は枚挙に暇がないと言って過

言ではない．しかしながらMitchneck（1991）

においてもCole　and　Filatotchev（1994）におい

ても，旧ソ連では距離変数の人口移動に対する

効果は限定的なものであったことが示されてい

る．それは旧ソ連において政策的な人口配置が

行われていたことから予測されうるものであっ

た．Andrienko　and　Guriev（2004）は，体制転換

開始後のロシアにおける人口移動動態の変化を

捉えることに成功したと言えよう．

　これら先行研究のうち，データセットや筆者

との関心の一致から取り上げるべきはAn－

drienko　and　Guriev（2004）である．惜しむらく

は，彼らの分析対象は1999年の人口移動を最

後にしており，その後の動態を把握することが

出来ない．というのも，原油価格が高騰した

2000年以降ロシア経済は成長の中にあり（田畑，

2006），それ．が地域経済動態に変容を生じせし

めかつ地域間人口移動に影響を与えることが必

然的に想定されるのである．そのことを鑑みれ

ば，資源産出地の占める特段の位置に対する考

慮が必要であろう．また距離変数の導入のみな

らず，他の地理的要因に対する配慮も要請され

ると思われる．次節の分析においてはそうした

要因の導入に力点を置く．

　またAndrienko　and　Guriev（2004）において

は基本的に移動規模に関する考慮がなされてい

ない点も指摘せねばならない．即ち，彼らの全

ての分析においては地域間移動数が1人である

地域間の組み合わせもサンプルとして導入され

ている．ミクロデータによらず地域の社会経済

変数を説明要因として分析を実施する場合，

個々人の特性に強く依存しうるパターンを除外

する必要がある．こうした点を考慮し次節では，

現今のロシア地域経済に特性的な動態を把握す
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ることを試みる．

4．分析

経　　済

　先行研究の与える示唆，そして地域経済動態

の現状から，次のような仮説を立てることが許

容されよう．すなわち，人口規模あるいは市場

規模の大きな地域はより多くの人口移動を引き

つけるであろう．地域間の距離が移転や情報獲

得の金銭的・心理的費用を生じさせることはこ

れまでの人口移動研究において既知のものであ

り（Greenwood，1997），人口移動規模に負の影

響を与えると予測される．ここで興味深いのは

旧ソ連の経験そしてそれに対する計量的研究か

ら得られた結果（Mitchneck，1991）である．先

述のとおり，政策的な人口配置が行われていた

側面の小さからぬ旧ソ連では，距離は人口移動

の障害とならない場合があった．体制転換後の

ロシアではAndrienko　and　Guriev（2004）が示

したとおり距離が有意な負の影響を与えると見

られ，る．

　さて地域間の距離・地域の人口規模を考慮し

た人口移動の要因分析を行うにあたり，本稿に

おいて適用するのは広く利用される重力モデル

を拡張したものである．重力モデルの基本形は

以下に示される．

　　　　　　　　　　君α・」呼
　　　　　　ル窃＝ρ・　　　　　　　　　　　1）呂

ただしπ砺はガ地域からノ地域への人口移動数，

ハはゴ地域の人口，乃はブ地域の人口，1％は

か地域からブ地域への距離である．これに上

で見た諸要因を加味することにより，それら変

数の人口移動パターンに与える影響を看取する

ことを試みる．即ち，下記の推計を行う．

　　　　　鵡一・・撃・圏γ

ただし聾は出立地ゴの特性を，Zは帰着地ノ

の特性を表す変数である．

　ここで利用する地域間人口移動統計は筆者が

ロシア連邦統計局（POCCTaT）より直接に提供を

受けた，ロシア連邦を構成する89地域11）（連邦

構成主体）を単位とする2003年における地域間

の人口流出入のマトリックスである．最大サン

研　　究

プル数は（地域内移動を除いた）7，832であるが，

チェチェン共和国に関するデータは完全に欠落

しており，実際には7，744の地域の組み合わせ

となる．

　現状，POCCTaTが広く公開している人口移動

統計としては『＊＊年におけるロシアの人口数と

人口移動』がある．当該統計データでは1999

年まではその当時用いられた11の「経済地域」

区分に基づくOrigin－to－Destination（OD）表が，

また2000年以降は新たに設けられ，た7つの

「連邦管区」によるOD表が収録されている．

しかしながらこの地域分割は，1地域あたりの

面積・各地域内に見られる多様性等を勘案すれ

ば地域間人口移動の検討に当たって十分なもの

とは言い難く，分析の大きな障害となってき

た12）．そこでここでは入手し得たOD表による

分析を行う．単年のみのフローであり，これに

よって体制転換後のロシアにおける地域間人口

移動の全体像を把握することは出来ない．とは

いえ2000年代における地域間人口移動のデー

タとして現在得られているOD表はこれ，のみで

あり，それは国勢調査によっても把握すること

が出来ないのである．本データを利用すること

により，旧ソ連崩壊直後の大規模な地域間移動

が収束し，他方安定的な経済成長を見せるよう

になった2000年以降におけるロシアの地域動

態に関わるスナップショットを得ることが出来

るであろう．

　分析を行うに当たり，ロシアに特異な地域特

性に配慮する必要がある．というのも，先に指

摘した通りその産出する石油および天然ガスは

特定地域即ちヤマロ・ネネツ及びハンティ・マ

ンシ両自治管区に著しく偏っており，かっこれ

ら地域の1人当たり平均所得は1998年～2005

年までロシアで2，3位の水準となっている
（FocKoMcTaT　PΦ／PoccTaT，　various　issues）．同時

にこの2地域は気候条件が極めて厳しい「極北

地域」に他ならない．これらを中心に大きな規

模の人口移動が生じていることは移動総数上位

12位まで（全移動の10％）の地域間移動の組み

合わせを示した表2に明らかであり，従ってそ

れらに対する配慮も欠くことが出来ない．そこ
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で石油・天然ガス産出の中心地となっているヤ

マロ・ネネッ自治管区とハンティ・マンシ自治

管区との2地域に関する（1）石油・天然ガス産

出地ダミーを用いることで，これら地域の特殊

性を捉えるものとする13）14）．

　さらに表2を見ると，隣接地域間の移動が大

きな比率を占めていることが判る．このこと自

体は直感的に理解可能であるが，ロシアにおけ

る隣接地域間移動には日本の場合のそれとは根

本的に異なる様相が存在するであろうことが示

唆される．というのも，例えば日本で東京都か

ら埼玉県に住居を移す場合，就労地の変更を伴

わない場合が少なくないことが想定出来る．だ

がロシアでは，例えば隣接地域の州都間で移動

する際，表2に示されるその距離の大きさから

明らかであるが就労地を変えずに済ませること

は著しく困難であり，従って就業地の変更をも

伴うことが推察出来る．むしろここでは国土の

広さ及び気候条件の厳しさ等から交通インフラ

整備に大きな困難の存するロシアならではの物

理的な移動費用の大きさ・情報獲得費用の大き

さを表すものとして，先に見た距離変数に加え

（2）隣接地域間移動に関するダミー変数を導入

する．

　加えて，モスクワ市・モスクワ州の経済規模

は顕著であり，それは人口規模に比例するもの

ではない．政治機能の集中は旧ソ連時代から連

続しているものであるが（Dellenbrant，1986），

それに加えて商業活動そして情報の集中も著し

い（JIHyXTO，2004）．このことがモスクワ市周辺

の人口吸収力を強めていることは容易に想像出

来る．実際に総流入人口数を見ると，POCCTaT

提供資料において流入数上位1位・2位はモス

クワ州（1位）そしてモスクワ市（2位）が占めて

いる．さらに2002年1月1日における住民登

録ベースのモスクワ市の人口は854万人をわず

かに下回っていたが，2002年10月に実施され，

た国勢調査におけるモスクワ市の人口は1，012

万人を超えていたのである．これは住民登録数

をはるかに上回る数の人口がモスクワに存して

いたことを意味する．その背景にあるものの検

討は本稿の範囲を超えているが，ここでは（3）
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モスクワ市およびモスクワ州についてダミー変

数を入れ，その特異性を捉えることを試みる．

　移行過程の進捗状況と地域間人口移動の動向

との関係を掴むべく，体制転換の下で進められ

た民営化・私有化の1つの指標として（4）私有

化済住宅の全住宅に対する比率を採り上げるこ

とはBrown（1997）・Andrienko　and　Guriev

（2004）及びGerber（2005）のアプローチを踏襲

するものである．地域経済環境を表すものとし

て，（5）一人当たり所得，（6）貧困水準，を採り

上げる．所得については地域毎の物価水準の相

違を考慮し，各地域における「最：低生活水準所

得」に対する平均所得の比率を利用する．地域

のインフラストラクチャー整備度を測るものと

しては（7）地域面積当たり舗装道路密度，（8）住

民1，000人当たり設置電話数を採用する．ロシ

アの地域経済分析において，社会的基盤の構築

度を測る指標としてしばしば採り上げられるの

は人口10，000人当たりの医師数・病院ベッド

数，そして地域面積当たり鉄道総延長といった

値である．だが極端に人口の少ない，しかし極

めて開発の遅れた地域の人口当たり医師数は非

常に高く，モスクワ市のような人口集積の進ん

だ地域のそれは低いものとなっている15＞．はた

鉄道に関して言えば，10％を超える地域におい

ては鉄道そのものが通っていない（Φe以epa諏bHa只

C護y＞K6a　Feo双e3剛H　KapToFpaφHH　PoccHH，　AT諏ac

＞Ke刀e3Hble　皿oporH，　OMcKa到　KapTorpaΦ四ecKa只

Φa6PHKa，　OMCK，2002）．それらを鑑みてこの選択

を行うに至った．さらに人口構造が一定の影響

を与えることが先行研究によって示唆されてい

ることから，（9）性比・（10）労働年齢未満人心

シェア，（11）老齢人面シェアを導入する．また

地域全域が「極北地」と指定されている行政区

域に（12）極北地ダミー変数を導入することによ

り，その厳しい気象条件を捉えることとする16＞．

　推計に当たっては各変数の対数変換を行う．

人口移動数・地域間の距離・出立地および帰着

地の人口はそれぞれの対数をとる．従って地域

間の距離に関する係数は負の値を，地域人口は

正の値を得ることが期待される．全ての説明変

数には1年のラグを与える．上記（4）から（11）

までの地域特性変数については出立地と帰着地

との相対的な格差を変数としそれを対数変換し

た17）．（1）～（3）及び（12）のダミー変数は出立

地・帰着地のそれぞれに別個に導入している．

一連の地域特性変数の定義と出典，記述統計量

については表3を参照されたい．

　単純回帰による分析の結果を表4に示す18）．

分析は全移動（移動数1以上）・全移動の上位

80％まで，そして10％刻みで全移動の上位50

％までのサンプルについての分析を個別に行

った．総流動の上位80％～50％までをそれぞ

れサブセットとして検討することには次の意味

がある．即ち，ここで行うのはマクロ変量に依

拠した地域間人口移動要因の検討であるが，非

常に規模の小さい地域間移動はそうした要素に

よっては掴み得ない事由に起因している場合が

少なからず存在していると捉えることが妥当で

あろう19＞．そうした観点から，全ての移動のう

ちから主要な移動パターンを抽出して分析を行

うことがここでは適切であるが，しかしながら

「主要なパターン」の定義が問題となる．人口

移動研究でしばしば採られる「全移動の上位50

％」「全移動の0．5％以上の規模の移動」（石川，

2001）といった区切りは恣意的との誹りを逃れ

得るものではない．そこで複数のサブセットを

組み，それぞれを分析すると共に，より頑健に

有意な変数の抽出を図るものである．

　加えて，極北地・モスクワ・資源産出地・隣

接地域間に関するダミーを除外した推定の結果

を結果（1）に，それを全て導入した推定を結果

（2）に示す．先行研究はいずれも距離と気象条

件以外の地理的要因を含めない分析を行ってい

るが，これまで見てきたとおりロシアにおける

地域間人口移動の特徴を把握するにはそうした

アプローチでは解き明かされ得ない側面がある

と考える．そこで2つの推計結果を対照する次

第である．

　結果（1）を見ると，推定された係数は有意な

場合，概して予測され得る符号を示していると

言える．Andrienko　and　Guriev（2004）の示し

た通り，地域間の距離は旧ソ連時代の先行研究

における結果（Mitchneck，1991）とは異なり安
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表3．分析に導入する地域特性変数一覧とその基本統計量

N　　平均値　標準偏差最小値　最大値 出典

地域間移動数（人）

地域間の距離（km）

地域人口（千人）

性比（男性千人あたり女性数）

労働年齢未満人ロシェア（％）

老齢人ロシェア（％）

面積千平方kmあたり舗装道路密度
（km／km2）

7656　　131．58　　　　483．20

7656　2543．80　　　1900．82

7656　1656．46　　　1483．58

7656　1129．43　　　　67．78

7656　　　19．12　　　　　3．71

7656　　　18．90　　　　　4．48

7656　　108．75　　　　89．95

1人当たり平均所得／最低生活水準所得7656　　1．70 0．70

最低生活所得以下の所得者人ロシェア（％）7656　34，76　　14．28

住民千人当たり設置電話数（台）

全住宅中の民有化住宅率（％）

石油・天然ガス産出地ダミー

極北地ダミー

モスクワ市ダミー

モスクワ州ダミー

隣接地域間移動ダミー

7656　　205．75　　　　50．90

7656　　　50．3749　　　　9．4428

7656　　　　0．023　　　　　0．149

7656　　　　0．182 0．386　　0

7656　　　　0．0114　　　　0．1060

7656　　　　0．0114　　　　0．1060

7656　　　　0．0507　　　　0．2193

　0　18512　ロシア連邦統計局（PoccTaT）提供資料
18．35　7683．15r「eorpaφHqecKK噛AT』ac　Pocc目H，　PocKapTrpa・

　　　　　　Φ囲H，MOCKBa，1998．
18．2　　8539．2　FocKoMcTaT　PΦ（2002）

904　　1250　同上
14．3　　30．9　同上

　8．2　　26．6　同上

0．02　349　同上．ただしモスクワ市・ペテルブルク市

　　　　　　　の値はモスクワ州およびレニングラード州

　　　　　　　のそれに算入されているため，それぞれモ

　　　　　　　スクワ州・レニングラード州の値で代替．
　0．61　　5．11平均所得はFocKoMcTaT　PΦ（2002）より採取．

　　　　　　欠損値がある地域は2003年一2005年の数

　　　　　　字から直線外挿により算出．2005年分し

　　　　　　　か得られない自治管区についてはかって同

　　　　　　一行政区域であった隣接州のトレンドを用

　　　　　　いて推計．
　7．6　　　　88　　PoccTaT（2005）

42　　　　402．7　「ocKoMcTaT　PΦ（2003）

34　　　82　　同上

　0　　　1　ハンティ・マンシ自治管区およびヤマロ・

　　　　　　　ネネツ自治管区に1を，その他に0を与え

　　　　　　　る．

　　　　1　当該地域全体が「極北地域」と定義される

　　　　　　行政区域（連邦構成主体）に1を，その他に

　　　　　　0の値を与える．FocKoMcTaT　pΦ（2004），

　　　　　　3KoHoMHqecK匿e　HoKa3aTe川PanoHoB　Kpa自Hero

　　　　　　CeBepa随「Ip叩aEHeHHblx　K　H間1號ecTHocTe餉3a

　　　　　　HHBanb曹MapT　2004　ro双a，　MocKBa，2004．

　0　　　1　モスクワ市へ／からの移動は1，その他は0．

　0　　　1　モスクワ州へ／からの移動は1，その他は0．

　0　　　1　隣接地域間の移動は1，その他は0．

定的に有意な係数が得られ，た．また出立地・帰

着地の人口規模も一貫して有意な正値の係数を

得ることが出来た．経済要因が概ね有意かつ直

感的に理解可能な係数を得ていることも示され

ている．平均所得は正値の係数を，インフラス

トラクチャー整備度の代理変数である舗装道路

密度も正値を示した．

　性比は概して有意な結果が得られなかったが，

これは記述統計によるMo目ceeHKo（2004）の主張

と一致する20）．幼年人口比については，全サン

プルを対象として推定を行った場合のみ有意な

負の係数を得ている．資源採掘地域であるシベ

リアの諸自治管区や極東のサバ等においては労

働人口比率が高く，同時に幼年人口比も高い．

言うなれば「若い」地域であるが，多くが「極

北地域」に該当するそれら地域はむしろ人々を

引きつけているという側面がある．他方かつて

マガダン州・チュコート自治管区などの辺境地

域は高い若年齢階層比率を示し体制転換開始後

大量の人口流出を経験した「極北地域」である

が，もはや移動可能な人口層は流出を終え，

2002年にはむしろ相対的に「老いた」地域とな

っており流出規模も大量の人口移動が生じた

1990年代におけるピーク時の10分の1以下に

縮小しているのである（Thompson，2004；

PoccTaT，2005）．そうした地域間の多様性が明

瞭でない結果を生んだと考えられる．

　民営化・私有化指標として導入した私有化済

み住宅の全住宅に対する比率は，総流動の70

％・80％を分析対象とした場合は有意になっ

ているものの，全サンプルあるいは最も主だっ

た移動パターンすなわち総流動の50％を対象

とした際には有意な係数を得られなかった．負

の係数が得られている事実は，住居に関する私
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　　　　　　　有化の進展は住居売却の可能性を高めることか

　　　　　　　ら出立地における流出希望老の移動能力を向上

　　　　　　　させることが示唆される．だが他方，総流動の

　　　　　　　50％について説明力を有しなかったのは，実は

　　　　　　　民営化・私有化のある程度以上の進展を示すも

　　　　　　　のであるかも知れない．十分な人口吸収力を有

　　　　　　　している地域については，地域間に見る私有化

　　　　　　　度の相違が既に有意なものではなくなった，換

　　　　　　　言すれば既に先進的あるいは経済活動上主導的

　　　　　　　な位置にある地域については，私有化即ち移行

　　　　　　　過程がある程度以上進んだのではないか，と解

　　　　　　　釈することもあり得よう．

　　　　　　　　さて表4の地理的条件を導入した結果（2）に

　　　　　　　よってダミー変数について見てみよう．ここで

　　　　　　　最初に指摘すべきは，地理的要因を表すダミー

　　　　　　　変数を用いた分析では，先に有意であった経済

　　　　　　　状況などの地域特性変数がほぼ全て有意でなく

　　　　　　　なっていることである．勿論，例えばモスクワ

　　　　　　　周辺に与えたダミーが何らかのその他の地域特

　　　　　　　性に関わる代理変数となっている可能性を排除

　　　　　　　することは出来ない．しかしながら地理的要因

　　　　　　　が移行期のロシアにおける地域間人口移動パタ

　　　　　　　ーンの決定に極めて重要な役割を果たしている

　　　　　　　ことは看取され得よう．

　　　　　　　　先行研究ではおしなべて厳しい気象条件が人

　　　　　　　口流出につながりうることが示されてきた．実

　　　　　　　際，総流動の70％・60％をサンプルとした場

　　　　　　　合については出立地が極北地域である場合有意

　　　　　　　な正の係数を得ることが出来た．だがそれ以外

　　　　　　　の場合，出立地だけではなく帰着地についても

　　　　　　　有意な正の係数を得ているのである．これはサ

　　　　　　　ンプルに含まれる移動の規模に依存する所が大

　　　　　　　きいものと思われる．と言うのも，極北地域で

　　　　　　　あっても隣接地域との移動は一定の規模で存在

　　　　　　　する．小さな移動数をも含むサンプルの場合，

　　　　　　　出立地・帰着地の双方ともが極北地域である，

　　　　　　　という事例が極東や北西部の極北地域で少なか

　　　　　　　らず見られる．また同時に，総移動の50％を

　　　　　　　サンプルとする場合，極東の極北地域マガダ

　　　　　　　ン・カムチャッカ各州およびコリャーク・チュ

　　　　　　　コート各自治管区は全データが含まれなくなる．

　　　　　　　総流動の60％を見ると，例えばカムチャッカ
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州はそこからの流出のみがサンプルに含まれる．

これらの点が表出した結果が得られたものと考

えることが出来よう．

　石油・天然ガス産出地に与えたダミーの結果

は顕著である．出立地でも有意になる場合が見

られたが，これは上記極北地域の場合と同様に，

ヤマロ・ネネツ及びハンティ・マンシ両自治管

区は流入人口の規模が大きいだけではなく，流

出人口も大小さまざまな規模であるもののロシ

ア全土に渡る広い範囲に送り出していることに

起因しているものと思われる．これら2地域に

おける一人当たり地域総生産がモスクワのそれ

を凌駕することは図2で見た通りである．総流

動の80－60％の場合，帰着地となっている場合

にのみ有意であり，その人口を引き付ける力が

示されていると言って良かろう．ロシアのドル

建て輸出高のうち原油・天然ガス等鉱物資源の

占める割合は1990年代には40％台に止まって

いたが，生産増と価格高騰とが相まって2000

年以降その数字は一貫して50％を超えており，

ロシア全体の経済成長に与える影響の大きさが

盛んに指摘される（Hanson，2005；田畑，

2006）．本稿の分析において，それはまた地域

動態に決定的な影響を与えうることが示唆され

ていると言えよう．

　首都モスクワを中心とする集積地域の人口吸

収力は極めて強いことが示される．それらが出

立地である場合，有意な際には全て負の係数を

示し，帰着地である場合は正の係数を得ている．

総流動の50％以上のパターンについては有意

でないが，これは流動規模が大きい2地域の組

み合わせにおいては表2で見たとおり，むしろ

資源産出地の雇用総出力に着目すべきであるこ

とを示すものであろう．さらに隣接地域間移動

に与えたダミーは安定的に有意な正の係数を得

た．これは距離変数同様，地域間の距離が小さ

いほど移動規模が大きくなることを表し，ロシ

ア全土の大きさから鑑みて非常に小さな距離で

の移動が相対的に活発であることを示している．

広大な国における地域間の情報フローに関わる

費用の大きさが示唆されると言えよう．
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5．結語

　本稿においてに展開した検討から，次のこと

を指摘出来る．即ち，ロシアにおける人口移動

パターンについては，先行研究にも示されてい

たとおり，OD表を利用した分析においても一

般的な手法の適用に十分な可能性がある．移行

過程の進展が地域間人口再配置の動きを通して

も示唆される．モスクワ市やモスクワ州のよう

に，より人口集積の進んだ地域がより多くの人

口流入を伴い，このことはそれが累積的な効果

を将来的には持ちうることが予想され．る．それ

は地域人口規模が安定的に有意な結果を示すこ

とから示されるが，このことは同時に人口配置

の希薄化がこの10余年で進んだ辺境地域のさ

らなる沈滞が生じ得ることをも含むものであろ

う．またヤマロ・ネネツ自治管区とハンティ・

マンシ自治管区という傑出した石油・天然ガス

産出地域の存在がロシアにおける地域間人口移

動パターンを決定づける上で大きな要因の1つ

となっていることは明らかであった．極北地域

に位置する資源採掘地の意義は，昨今そして近

い将来の石油市況を鑑みれば極めて重要である

ことは多言を要さない．

　さて今後の地域経済動態の趨勢を考える上で，

政策面において注目すべきは2005年1月26日

の決議によって設置された「ロシア連邦地域発

展省」21）による「地域の社会・経済発展戦略コ

ンセプト」22）である．この文書において，地域

発展省は特定地域の集中的な発展を意図するこ

とを明示している（瓢HHHcTepcTBo　PeFHoHa五bHoro

Pa3BHTHH　PΦ，2005）．成長のコアに対する重点

的な資源配分を行うことを旨とするものであり，

もはや言うまでもないことであるが旧ソ連時代

の地域間平準化を指針とする開発政策とは根本

的な相違を見せている．

　旧ソ連崩壊後，これまで「極東・ザバイカル

地域の長期発展プログラム」23）等多数の同様の

「プログラム」あるいは「コンセプト」が策定さ

れたが，それらの多くは予定された財政資金の

投下が半分にも遠く満たない等，財源不足を主

要な要因として実体を伴うことなく推移してき
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たことは様々に指摘されている24）（巫HHaKHP，

2003）．だがこのロシア連邦地域発展省による

「地域の社会・経済発展戦略コンセプト」に関

しては，既に実際の政策と軌を一にするもので

あると言うことが出来る．これと一致する形で

政府支出の計画は作成されている．即ち，2006

年の政府支出は全体で対前年比1．4倍に拡大す

ることを予定しているが，地方財政への財政支

援は同じく1．17倍の拡大に止まっており25），各

地域への財源委譲を進めると共に中央からの支

援を削減していることが示されているのである．

こうした趨勢に先だっては1997年から立案が

進められていた極北地域からの転出を促す「極

北地域リストラクチャリング計画」26）が極東の

辺境マガダン州第2の都市ススマンにおいて着

実に成果を収め，社会基盤維持に高コストを要

する地域の人口を減少させることに成功してい

ることが報告されている（World　Bank，2004；

Thompson，2004）．

　また2005年7月に採択され11月に地域指定

が行われた「特別経済区について」の連邦法は，

かつて20余りも採択され，カリーニンラード

州等を除きほとんどの事例で実際的な意味を伴

わなかったエリツィン時代の「経済特区」（岩

崎・菅沼，2004）とは異なり，その指定地域の数

も絞りかつモスクワ周辺等産業基盤が既にある

程度以上存在する地域を対象としている．これ

ら一連の動きは相互に整合的であり，一貫した

方針が露わになっていると言える．

　分析において見た人口移動要因の検討からは，

既存の集積地に対する潮流の一層の拡大が予期

されるところである．だが移動自体の規模は既

に縮小している．動きが緩慢であることが昨今

では採り上げられている折，上記の施策は人口

の再配置を促進しうると考えられ，Hill　and

Gaddy（2003）が喝破したように旧ソ連において

「呪い」とさえ言いうるものであった辺境地域

における社会基盤維持負担の軽減と先進地域及

び重点開発地域のさらなる発展につながる可能

性があろう．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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　＊　本論文の草稿は一橋大学経済研究所定例研究会

において報告を行ったものである．有益なコメントを

下さった勾配得夫氏・岩崎一郎氏・山口幸三氏をはじ

めとする参加者の方々に御礼申し上げる．またロシア

連邦統計局より本稿の分析に不可欠な資料の提供を受

けた．記して深謝する．本研究は平成17－19年度科学

研究費補助金基盤研究（A）（17203019）及び平成18年

度財団法人大林都市研究振興財団研究助成による財政

的支援を受けた．

　1）北極圏に位置する地域，およびそれに相当する

困難な条件を抱えた地域として一定の地域が定義され

る．これら地域には優先的な物資の配分や優遇的な賃

金条件が設定された．旧ソ連崩壊後においても「極北

地域」は中央政府からの補助が与えられているが，し

かしながらそれはかってのように当該地域に対して労

働流入を促すような性質のものではない，むしろ極北

地域からの人口流出を促す施策をも採っている
（World　Bank，2004；Thompson，2004）．

　2）　10余年にして，地域によっては地域間人口移動

と出生率の急減に起因する自然減とに起因し旧ソ連末

期当時における人口の半分以上が失われた（POCCTaT，
2005）．

　3）　旧ソ連崩壊直後から1990年代末まで，90万一30

万人程度の旧ソ連諸国からロシアへの流入そして60－

10数万人のロシアから旧ソ連圏への流出が見られた

が，2000年以降その数字はそれぞれ10万人以下・5
万人用以下まで縮小したのである（FocKoMcTaT　PΦ／

PoccTaT，　qHc諏eHHocTb目IMH「paμHH　Hace調eH睦H　Pocc曲cKo首

ΦeAepaU目目，瓢OcKBa，　VariOUS　iSSUeS）．

　4）住民登録を行っていないことに対する罰則規定

はソ連においても存在しなかった（ただし勿論登録を

行わない場合，住民向けサービスの供給・年金受給・

医療サービス等様々な不利益は生ずる）．

　5）　しかしながら独自に規制を設けている地方政府

があり，それは連邦憲法裁判所によって違憲である旨

が幾度となく指摘されているにも関わらず，一部では

2000年以降も居住許可制を続けているという実態が

報告されている（440s60～〃鎗薦，2004年1月14日；

夙ocKoBcKHe　HoBocTH，2005年3月25日）．だが同時に

様々な法の抜け道の存在も指摘されており（大津，

2005），本稿では居住許可制の影響については考慮し
ない．

　6）例えば2000年における連邦下院「極北地域お

よびそれと同等の地域の安定的な発展に対する保証に

関する決議」は当該地域への物資の供給に対する補助

の枠組みを規定するべく勧告している．だが極北地域

への補助金が連邦予算に占める割合は低下を続けてき
た．

　7）1989年国勢調査については現在の地域区分に
集計して示している．

　8）　ソ連崩壊前後から1990年代全般・2000年以降

までを通しての出立地と帰着地とを特定した地域間流

動を推測・部分的に捕捉し得る公式統計は国勢調査の

みである．ここでの本文の指摘は各地域の自然増減を

勘案していないものであるが，2002年国勢調査による

同時点での労働年齢以上人口に関する1989年の居住
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地と現住地のマトリックス，ロシア科学アカデミー経

済予測研究所が連邦統計局の内部資料を用いて作成し

ていると思われる連邦管区聞の純人口移動数表によっ

てある程度裏付けられる．夙KPTqHH（2005），参照．

　9）　同時に旧ソ連崩壊後のロシアでは1990年代初

頭から後半にかけては旧ソ連圏へのロシア民族以外の

帰還・そしてロシア民族の旧ソ連圏諸国からの帰還移

民が大規模に生じたが，本稿では立ち入らない（Tish－

kov，　Zayonchkovskaya　and　Vitkovskaya，2005）．

　10）　以上の傾向は一人当たり名目平均所得におい
ても同様である（PoccTaT，2005）．

　11）2005年12月1日にペルミ州とコミ・ペルミ
ャク自治管区が合併してペルミ辺区（Kpaのとなり，

2006年4月現在は総計88地域となっている．

　12）旧ソ連では1970年・1989年目国勢調査にお
いて，現住地と調査2年前時における居住地（1970
年）・現住地と出生地（即ち生涯移動．1989年目が記録

されている．ロシアで2002年に行われた国勢調査で

は，出生地と現住地，そして2002年国勢調査時に15

歳以上でありかつ1989年から2002年の間に移動を行

った者の居住地と現住地が報告された。なお1970年

国勢調査のそれは旧ロシア共和国を11に分割した地

域および他の連邦構成共和国（14）のみに限られる．

r＊＊年におけるロシアの人口数と人口移動』は1992年

以降毎年刊行されており，89地域それぞれについての

総フロー（流出数・流入数）のみは記録されている．

　13）ヤマロ・ネネツ自治管区はロシアにおける天

然ガスの87％以上を，ハンティ・マンシ自治管区は

同じく石油の55％以上を産出している（2002年．
FocKoMcTaT　PΦ，2003）．

　14）　原油産出量上位5地域・10地域，天然ガス産

出量上位5地域・10地域といったダミー変数はさま
ざまな特定化において有意な係数を得られなかった．

むしろこの2地域の特異性が傑出しているものと思わ

れる．

　15）　人口当たり医師数・病床数，そして医療ある

いは衛生水準を示すと見なしうる幼年死亡率・出生時

平均余命も予備的分析においては導入を試みたが，顕

著な結果を与えなかった．

　16）　予備的分析では1月の平均気温を，対数変換

を行わず出立地・帰着地の双方に導入することも試み

たが，有意な結果を得ることは出来なかった．

　17）対数変換を行わずに比率をそのまま導入した

場合も結果が大きく変わることはなかった．

　18）全てのサブセットにおいて不均一分散は見ら

れなかった．

　19）　なお全地域間移動7，744通り（チェチェン共和

国を除く）のうち移動が全く見られなかったのは575

地域間，移動総数1人以上10人以内に過ぎなかった
のが2，147地域間であった．

　20）　ロシアにおいては女性の経済活動人口比率は

25歳一54歳で一貫して日本よりもはるかに高く80％

を超えており（FocKoMcTaT　PΦ，　Tpy八H3aH月TocTb　B

PoccHH，赫ocKBa，2003），経済要因が大きな位置を占め

るのであるとするならば地域間移動のパターンにおい

て有意な男女差が見られないことの理解は可能であろ
う．

　21）　nocTaHoB』eHHe　HpaBHTe』bcTBa　Pocc曲cKo曲

Φe丑epaμHH　oT　26只HBapH　2005「：N40．

　22）　B｝o即KeTHaH　Ho甜THKa　2006－2008　ro丑oB，　ceHTH6pb

8，2005，cTp．10－ll．（http：／／www1．minfin．ru／022005．

htm）

　23）　HocTaHoB諏eHHe　HpaBHTe」lbcTBa　PoccH曲cKo藺

Φe八epaロHH　oT　15　a叩e朋1996　r：N480．

　24）例えば2002年，「極東・ザバイカル地域の長

期発展プログラム」によって極東地域に予定されてい

たのは全予算源あわせて552億ルーブルの直接投資で

あったが，実際には250億ルーブル（予定の45％）に止

まっているという（夙HHaKHP，2003）．

　25）　瓦HHHcTepcTBo　ΦHHaHcoB　PoccHH，　Φe丑epa涯bHbIh

3aKoHくく0Φeムepa調bHoM　BK）ノpKeTe　Ha　2006　ro江》〉，皿eKa6pb　29，

2005．

　26）　HocTaHoB凋eHHe　HpaBHTe瀕bcTBa　Pocc廟cKo首

Φe八epauHH　oT　22　HK）H只2004　r：N306　r．
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